
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取り組み実績

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

総
合
計
画
中
期
プ
ラ
ン

現状と課題

参画・協働のまち
づくり

政策の
目指す姿

・まちづくりにおいて、公益活動を行うボランティア団体やＮＰＯ法人等は重要な役割を担っていますが、活動に参加してい
る市民の割合は決して高くない状況です。

関係課名施策№ 2 施策名
公益的活動への
支援

施策の
目指す姿

公益活動を活発に行ってい
ます

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ２ ５ 年 度 実 績 評 価 ） 

お互いを尊重し、持っている
特性と能力を活かし合い、ま
ちづくりを行っています

施策
主管課

地域づくり課
施策主管
課長名

久保田　留美子政策№ 4-2 政策名

(1)公益的活動に対する市民意識の高揚
○ボランティア団体やNPO法人等に関する情報発信
　・市ホームページ等を活用してのボランテイア団体やNPO法人に対する補助事業等の周知
(2)市民団体との連携
○ボランティア団体やNPO法人等が行う公益的活動への支援
　・市民団体等活動支援事業（補助金交付　補助対象経費の2/3　上限300千円）

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測ることにしたの

か）

成果指標の測定企画

（どのように実績を把握するのか）
単位

数値
区分

Ｈ２３ Ｈ２４
Ｈ２５

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
(基準年度)

この１年間にボランティ
ア団体やNPO法人の
活動に参加した市民
の割合

市民の公益活動への参
加状況を測る指標として
設定する。

出典：市民アンケート
問：あなたはこの１年間
にボランティア団体や
NPO法人の活動に参
加したことがあります
か？次の中からあては
まるものを１つだけ選ん
でください。
（１）毎日（２）週に１回
程度（３）月に一回程度
（４）年に数回（５）参加
したことはないが、活動
したいと思う（６）ない
（１）（２）（３）（４）と答え
た市民の割合

％

目標値 26.0 28.0 30.0

実績値 － 22.8 22.9

目標値

実績値

目標値

実績値

達成度 達成状況に関する背景・要因

・成果指標の「この１年間にボランティア団体やNPO法人の活動に参加した市民の割合」については、H24からH25には
0.1％の伸びは見られるものの、北上市の市民意識調査（H22実績）による「地域活動やボランティア活動に参加している市
民の割合」は32.2％であることからも、市民へのボランティア団体やNPO法人の活動の情報発信と意識啓発がさらに必要と
考える。

－施策評価シート1－



４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

（課題）
・成果指標でボランティア団体やNPO法人の活動に参加した市民の割合」はH24からH25にわずかに増えているが、他市との比較において
は、少ないと捉えられることから、ボランティア団体やNPO法人等に関する情報発信が更に必要である。

（今後の方向性）
・ボランティア団体やNPO法人等に関する情報発信の方法について検討する。
・市民団体等活動支援事業の更なる充実を図るために、制度の検証を行う。

市ホームページ、広報を活用してのボランテイア団体やNPO法人に対する補助事業等の周
知を実施した。

1

番
号

事務事業名 担当課 施策
への

貢献度
貢献度の判断理由

事業内容（実績）

市民参画協働推進事業 地域づくり課

Ａ

公益的活動を行っているボラン
ティア団体やNPO法人の活動に
参加している市民の割合は決し
て高いとは言えない状況で、団
体の新規事業の支援を行うこと
は、団体の活動をより活発にす
ることにつながり、市民の参加に
もつながるものとなる。

ボランティア団体やNPO法人の活動において、新規事業の活動支援を行うため、補助対象
経費の2/3(上限300千円）を補助する。（３ケ年度まで）
（25年度：１０団体2,018千円）

2

ボランティア団体やNPO法人等に関する情報発信 地域づくり課

Ｂ
市ホームページ等を活用して周
知する方法は有効な手段ではあ
るが、さらに周知が必要である。

６　施策の総合的な評価

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はない
か）
・なし。予算枠3,000千円で上限300千円の補助に10件の市民団体等活動支援事業の利用があったことから、市民ニーズは高いと把握してお
り、施策への貢献度は高い。

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・市民団体等活動支援事業については、市ホームページ、市広報紙等で周知をしているが、更なる周知を図り多くの市民に知らせることが必
要である。

（新たに取り組むべき事業はないか）
・ボランティア団体やNPO法人の活動について、さらに積極的に情報発信を行い、市民の公益活動に対する意識の高揚を図ることが必要で
ある。
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